
（総合的な評価）
　　自立支援プログラムには、就労による経済的自立のためのプログラムのみならず、日常生活おいて自立した
生活を送ることを目指すプログラム、地域社会の一員として充実した生活を送ることを目指すプログラムがあり、
各プログラムの目的・内容が様々であることから、定量的な評価は困難であるが、導入初年である平成１７年度
の参加者２８，０２８人に比べ、平成１８年度の参加者は６０，５５５人、平成１９年度の参加者は７６，６９５人と着実
に増えていることから、生活保護受給者の自立の助長に資していると認められる。

（評価結果の分類）

施策の概要
生活保護制度は、利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用してもなお最低限度の生活を
維持できない者に対し、その困窮の程度に応じて保護を行い、最低限度の生活を保障するととも
に、その自立を助長することを目的とする。

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

（現状分析（施策の必要性））
　　生活保護制度は、生活に困窮する者に対し、最低限度の生活を保障するとともに自立の助長を図ることを
目的としており、いつの時代も健康で文化的な最低限度の生活を保障する最後のセーフティネットである。平成
７年度以降、保護率（人口に対する生活保護受給者数の割合）は上昇し、平成１８年度において１１．８‰となっ
ている。
　今日の生活保護を取り巻く環境は、生活保護受給世帯においては、傷病・障害、精神疾患等による社会的入
院、配偶者からの暴力、虐待、多重債務、元ホームレスなど多様な問題を抱えており、また、相談に乗ってくれ
る人がいないなど社会的な絆が希薄な状態にある。加えて、保護受給期間が長期にわたる場合も少なくない。
一方、保護の実施機関である自治体の福祉事務所においては、これまでも担当職員が被保護世帯の自立支
援に取り組んできたところであるが、生活保護受給世帯の抱える課題の複雑化と生活保護受給世帯の増加に
より、担当職員個人の努力や経験等に依存した取組だけでは、十分な支援が行えない状況となっている。
　また、医療扶助等において不正受給事件が発生する一方、生活保護の相談の段階や保護廃止決定を行う際
に保護の適用に関してきめ細やかな対応を必要とするケースも見受けられた。
　このため、生活保護制度が最後のセーフティネットとしての役割を果たし続けるには、生活保護を受けるべき
者が受け（漏給防止）、受けるべきでない者が受けず（濫給防止）、また保護を受けている者もその者の能力に
応じた自立を目指す（自立支援）ことが求められている。

（有効性）
　　自立支援プログラムは、単に就労による経済的自立を目指すだけでなく、生活保護受給者の抱える多様な
課題を踏まえ、個々の被保護者の状況に応じた自立を早期に支援する仕組みとして、これを受ける生活保護
受給者及びこれを実施する生活保護の実施機関の双方にとって有効なものである。

（効率性）
　　生活保護受給者への支援については、これまで担当職員個人の努力や経験に依存して行われてきた面が
あるが、担当職員の努力により培われた経験や他の実施機関での取組の事例等を自立支援プログラムの内容
に反映させていくことにより、こうした経験等を組織全体として共有することが可能となり、自立支援の組織的対
応や効率的な実施につなげることが可能となった。

平成２０年度実績評価書要旨

政策体系上の位置付け

生活困窮者に対し適切に福祉サービスを提供
すること

評価実施時期：平成２０年８月
担当部局名：社会・援護局保護課
                 社会・援護局保護課自立推進・指導監査室

基本目標Ⅶ
利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提供
等を図ること
施策目標１
生活困窮者に対し適切に福祉サービスを提供するこ
と（Ⅶ－１－１）

施策名

ⅰ 施策目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）

ⅱ 施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか１つに○）

（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討

（ロ）見直しを行わず引き続き実施

（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討

ⅲ 機構・定員要求を検討（該当する場合に○）

（理由）

、 、 、 、自立支援プログラムは 平成１７年度に開始し 現在 着実に実績を上げつつあるが

生活保護を取り巻く状況を考慮すると、引き続き自立支援プログラムによる自立支援を

推進する必要がある。



関 係 す る 施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

「福祉から雇用
へ」推進５か年計
画

平成19年12月26日

年月日

平成19年6月19日

・「平成１９年度までに生活保護の就労支援プログラムを全自治体で策定するとともに、当該プ
ログラムの一環である生活保護受給者等就労支援事業の支援対象者の就職率を平成２１年度まで
に、６０％に引き上げること等により、生活保護の被保護者の就労を推進する。」

・「「『福祉から雇用へ』推進５か年計画」の策定
厚生労働省を中心に、母子家庭、生活保護世帯、障害者等の就労移行について、５年後の具体的
目標を平成１９年内に策定する。平成１９年度～２１年度を目標実現の集中戦略期間として、就
労支援体制の全国展開、ハローワークを中心としたチーム支援、関係者の意識改革のための情報
提供・支援のネットワークづくり等を推進する。」

施政方針演説等 記載事項（抜粋）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

経済財政改革の基
本方針２００７

施策目標に係る指標

（達成水準／達成時期）

※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

28,028 60,555 76,695１ 自立支援プログラムの各年度の参 － －

【 】【 】加者数（単位：人） 【－】 ％ ％216.0 127.0

（前年度以上／毎年度）

（調査名・資料出所、備考）

・指標１は、社会・援護局保護課調べによるものであり、自立支援プログラムの導入を

推進することとした平成１７年度からのものである。

・指標１は、毎年１２月末現在の数値である。

※「自立支援プログラム」とは、保護の実施機関が管内の生活保護受給者世帯全体の

、 、状況を把握した上で 生活保護受給者の状況や自立阻害要因について類型化を図り

それぞれの類型ごとに取り組むべき自立支援の具体的内容及び実施手順等を定め、

これに基づき個々の生活保護受給者に必要な支援を組織的に実施するものである。


